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2025 年がはじまりました。新年
最初の特集は毎年恒例となりま
した、年間の５つのキーワード
を押さえます。本年は①家事使
用人、②カスタマーハラスメン
ト、③ジョブ型人事指針、④年
金制度改革、⑤スポットワーク
――のキーワードについて、識
者の方々に解説いただきました。
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2024 年８月、民間企業 20 社の導
入事例をまとめた「ジョブ型人事指
針」が公表された。永田氏は、大企
業にジョブ型人事が行き渡ったあか
つきには、中小企業もジョブ型人
事の導入は避けては通れないとして、

「指針のサマリーや横断的な整理」
など中小企業への配慮の必要性を指
摘するとともに、今後の “ 新鮮かつ
豊富 ” な事例の公表に期待を寄せた。

永田 幸江
Nagata Yukie
特定社会保険労務士、キャリアコンサルタン
ト。NIC 社会保険労務士法人代表社員。東京
都社会保険労務士会理事。職務給導入の鍵と
なる職務分析や職務記述書作成に取り組む。

ジョブ型人事指針
Keyword③ 1「ジョブ型人事指針」誕生の経緯

日本企業の競争力維持のための施策

　2022 年 10 月、当時の首相であった岸田
文雄氏の肝いり経済政策「新しい資本主義」
の実現に向けて開催された「新しい資本主
義実現会議」で取り纏められた「新しい資
本主義のグランドデザイン及び実行計画」

（以下、「実行計画」と称します。）の 2023
改訂版に「個々の企業の実態に応じた職務
給の導入」が盛り込まれました。実行計画
では職務給はジョブ型人事を指し、構造的
な賃上げを通じ、同じ職務であっても日本
企業と外国企業との間に存在する賃金格差
縮小の手段として職務給（ジョブ型人事）
の導入を推進していくことが示されていま
す。そして先行導入している企業の事例を
整理し、中小企業も含めた個々の日本企業
が職務給を導入できるよう、多様なモデル
を示した事例集を取りまとめることを報告
しています。実行計画を受けて、2023 年４
月より三位一体労働市場改革分科会（以下、

「分科会」と称します。）が開催され、職務
給（ジョブ型人事）を導入している民間企
業を招聘してヒアリングを行い、事例集の
作成を進めていました。その間、2024 年６
月には実行計画の 2024 年改訂版が公表さ
れ、事例集を「ジョブ型人事指針」という
名称で夏に公表することを示し、2024 年８
月 28 日に正式に公表されました。
　興味深いことに 2024 年改訂版の実行計
画では「職務給」の文言が消え、「個々の企
業の実態に応じたジョブ型人事の導入」と
リニューアルされています。「ジョブ型人
事指針」は、等級制度、報酬制度、評価制
度、採用、配置及び自律的なキャリア形成
を促すトータルシステムとしての人事制度
と、その関連する情報を盛り込んだ事例集
として構成されています。
　実行計画 2024 改訂版では、指針の策定目
的を「日本企業の競争力維持のため、ジョ
ブ型人事の導入を進める。」と説明していま
す。従来の制度では高度専門人材の獲得や
優秀な若手の抜擢が困難であること、日本
以外の国ではジョブ型人事が一般的となっ
ているため優秀な人材をリテインすること
の障壁となっていることなどを挙げた上で、
日本企業の競争力を維持するための施策と
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特集：2025年５つのキーワード
して、これらに加えて処遇の適正化やグロ
ーバル化への対応を挙げています。

2事例提供企業の内訳
　分科会ではジョブ型人事を導入している
民間企業 20 社を複数回に分けて招聘し、ヒ
アリングを実施しています。企業のライン
ナップは、筆者が独自に分類した表で確認
してください。

3「ジョブ型人事指針」完成までの道のり
　分科会では企業へのヒアリングに加えて、
法的論点について専門家を交えて検討して
います。法的側面から人事制度変更後のプ
ロセスとして、就業規則への反映と、労働
条件変更に伴う不利益性を検討しています。
現状の賃金原資を維持したまま人事制度を
変更することは、賃金の配分を変えること
を意味しています。例え賃金原資を増額し
た場合であっても、制度変更に伴い賃金が
下がる者については、不利益性の問題は残
ります。ジョブ型人事制度に限らず、現状
の人事制度の課題を認識しつつ着手できな
い企業の中には、不利益を伴う変更につい
て、どこまで対応すべきか決断しかねてい
るケースがあると推測します。事例でも、降
格や降給のケースが紹介されており、指針

を読む上で、多くの企業が関心を持つ項目
だと思われます。指針では共通の項目とし
て「等級の変更」を設けていますので、不
利益の程度を懸念している経営者や人事担
当者は「等級制度」と合わせて「等級の変
更」を読むことをお勧めします。ただし、あ
くまでも各企業の実態に応じた事例であり、
経過措置は何年が適切である、減額幅は何
％までが許容されるという具体的な指標と
して用いられることは指針の目的に適いま
せん。

現在進行形の生の情報をそのまま示す

　そうした誤解を生まないためにも、事実
に基づいた一次資料という要素を兼ね備え
ており、事例部分で 230 ページとかなりボ
リュームがあります。人事部職員が潤沢に
配置されている企業や、人事専門のコンサ
ルタントならともかく、中小企業の経営者
やその人事部門で働く人までを想定してい
るとしたら、不親切で中途半端という印象
を抱くかもしれません。こうした疑問に対
して、担当事務局からはあえてサマリーな
どは作成せず、生の情報を見てもらうこと
に意義があるという説明がなされています。
またビジネスモデルが著しく変化している
にも関わらず、従来の労働法の議論を杓子

No 企業名 業種 分類 創業または設立
1 富士通株式会社 電気機器 JTC ※ 1935 年設立
2 株式会社日立製作所 電気機器 JTC 1910 年創業、1920 年設立
3 アフラック生命保険株式会社 保険 外資 1974 年創業
4 パナソニックコネクト株式会社 電気機器 JTC 2022 年設立
5 株式会社レゾナック・ホールディングス 化学 JTC 1939 年設立
6 ソニーグループ株式会社 電気機器 JTC 1946 年設立
7 オムロン株式会社 電気機器 JTC 1933 年創業、1948 年設立
8 中外製薬株式会社 医薬品 JTC 1925 年創業、1943 年設立
9 KDDI 株式会社 情報・通信業 JTC 2000 年
10 三菱マテリアル株式会社 非鉄金属 JTC 1871 年創業、1950 年設立
11 株式会社資生堂 化学 JTC 1872 年創業
12 株式会社リコー 電気機器 JTC 1936 年創業
13 テルモ株式会社 精密機器 JTC 1921 年設立
14 オリンパス株式会社 精密機器 JTC 1919 年創業
15 ENEOS 株式会社 石油・石炭製品 JTC 1888 年設立
16 ライオン株式会社 化学 JTC 1891 年創業
17 三井化学株式会社 化学 JTC 1955 年設立
18 三菱 UFJ 信託銀行株式会社 銀行 JTC 1927 年設立
19 東洋合成工業株式会社 化学 中小 1954 年設立
20 株式会社メルカリ 情報・通信業 スタートアップ 2013 年設立

※ JTC は Japanese Traditional Company（＝伝統的な日本企業）の略

表　ヒアリング実施企業 20社の分類
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定規に当てはめて、新しいビジネスに相応
しい人事制度構築の機運に国が水を差すこ
とも本位ではないというジレンマも滲み出
ています。現在進行形で企業が悩みながら
制度を作り、運用し、メンテナンスしてい
る様子をそのまま示し、同じように悩んで
いる人にヒントが得られるものでありたい
という事務局の発言が印象的でした。

4ジョブ型人事指針の構成と読み方ガイド
　最初に企業概要と 2024 年３月末時点で
の企業情報が紹介され、その他の項目は次
のとおりです。
　　　　　　　　
①制度の導入目的、経営戦略上の位置付け
　⑴導入目的　⑵経営戦略上の位置付け
②ジョブ型人事の骨格
　⑴導入範囲　⑵等級制度
　⑶報酬制度　⑷評価制度
③雇用管理制度
　⑴採用　⑵人事異動
　⑶キャリア自律支援　⑷等級の変更
④人事部と各部署の権限分掌の内容
⑤導入プロセス

①制度の導入目的、経営戦略上の位置付け

社員に伝わる「言語化」は不可欠に

　制度の導入目的では、グローバル化への
対応をあげた企業が約40％ありました。そ
の他に、従来型の組織の硬直化や年功序列
の弊害による人材活用の停滞などの課題に
対して、事業環境の変化に対応できる高度
な専門性を備える多様な人材や自律的な人
材の必要性をあげ、透明性が高く、役割や
貢献度に見合う公正な処遇を実現する制度
としてジョブ型人事を選択したという記述
が目立ちました。また業績低迷や過去最大
の赤字による経営上の危機感から経営改革
に着手し、その一環として人事制度改革に
いたったという企業も複数ありました。
　経営戦略上の位置付けは二十社二十様で、
成り立ち、事業領域及び社風など、それぞ
れの企業文化に基づいて定義されているも
のの、社外の人間が一読しただけで理解す
るのは困難です。初見の場合は流し読み程
度か、あるいは次の「ジョブ型人事の骨格」
を先に読むことをお勧めします。なお他の

項目では、読み手の理解を促すために企業
固有の用語を揃えるなどの工夫が見られた
ものの、こちらの項目は共通用語への「翻
訳」は行わず、事例提供企業の考えをダイ
レクトに伝えたものと推察します。ジョブ
型人事制度を検討している企業が指針を活
用する場合は、経営戦略上の位置付けは必
読項目です。社員が腹落ちする内容でなけ
れば、その後の制度設計や労使協議で滞る
など懸念されます。せめて自社の社員に伝
わる程度の言語化は不可欠と思われます。
②ジョブ型人事の骨格

属人的手当を廃止し基本給へ統合

　指針の中心部分となる項目で、制度設計
と運用で構成されています。
　導入範囲は、全社員を対象としたもの

（Ａ）、管理職までを対象としたもの（Ｂ）、
最初は管理職へ導入し、後から非管理職へ
拡大したもの（Ｃ）と大きく３種類に分類
することができます（例外有）。Ａは全体の
35％（一部例外有）、Ｂも全体の 35％（内
２社については管理職が職務等級制度、非
管理職は役割等級制度を導入）、Ｃは全体の
25％（新卒入社後数年間は適用しないパタ
ーンも有）という内訳でした。ＡからＣの
どれにも当てはまらない独自の方法で導入
していた企業も全体の５％ですが存在しま
す。
　等級制度設計にあたっては、職務記述書

（JD）の作成が軸となりますが、どの程度
の粒度とするか、作成やメンテナンスにど
こまでリソースを投じるか、各企業の考え
によりアプローチが異なっています。等級
数に関する記述があった企業では管理職が
３～９等級、非管理職についてもジョブ型
人事制度を適用している企業では２～６等
級、管理職と非管理職共にジョブ型人事制
度を導入している企業では最大 13 等級に
格付けされていました。
　報酬制度について、各等級にレンジを設
けている企業が多数を占めていますが、中
には管理職やスペシャリストなどについて
シングルレートを適用しているケースもあ
り、報酬レンジに関する記述があった企業
のうち約 44％を占めていました。報酬に
関する情報量は各企業に差があり、報酬制
度はより優秀な人材を採用し、定着させる

©労働調査会2025
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ための企業秘密ともいえる情報のため、公
開できる範囲にも限界があることが伺えま
す。多くの企業では外部市場のベンチマー
クを行っており、ベンチマークを上回る水
準で報酬を設定する、中央値に合せる、ま
た同業界を中心にベンチマークしたパター
ン、企業規模を意識したパターン、グロー
バル企業を含めるなど、経営戦略上の位置
付けにより異なっています。等級レンジ内
の位置と評価により昇給率が決定するタイ
プのメリットインクリース方式を導入して
いる企業が全体の 20％を占め、昇給に限ら
ず降給を含むパターンもあります。家族手
当などの属人的な手当を廃止し、基本給へ
統合していく傾向は共通しています。
　評価制度は、「業績」と「行動」が評価軸
の多数を占めています。「業績」の代わりに
目標管理などを用いた目標達成としている
企業もあります。職能資格制度ではよく用
いられる「情意」は確認できませんでした。
一方で、ジョブ型人事制度を導入している
管理職に対して、専門能力の発揮度を評価
軸として定めている企業もあり、この辺り
も「日本型」かつ「個々の企業の実態に応
じた」評価制度の特徴かもしれません。
③雇用管理制度
　採用に関して、新卒者をいつからジョブ
型人事制度に適用させるかという視点で読
むと、今後の傾向が掴めるかもしれません。
　人事異動は自ら手をあげるポスティング
制度が主流で、キャリア自律支援と連動し
て制度設計している事例も散見されます。
なお、ポスティングのみだと特定の職種へ
応募者が偏るといった課題も指摘され、企
業主導による人事異動の必要性が生じる事
例についても紹介しています。
　各社とも様々なキャリア自律に関する制
度を導入していますが、ここまで手厚い施
策を講じなければならないほどキャリア自
律は各社の重要課題であり、ジョブ型人事
定着の要所となるファクターです。
　等級の変更は、多くの経営者や人事担当
者に関心が高い項目であり、労働条件の変
更を適切に進めるヒントが詰まっています。
パフォーマンスが低い社員への改善プログ
ラムを含んだ再チャレンジ制度や降格後の
激変緩和措置など、公平公正な処遇の実現
の参考になります。

④人事部と各部署の権限分掌の内容
　ジョブ型人事は各部署が主体となって関
与する度合いが大きい制度です。現場の裁
量権を検討する際の参考になる項目です。
また現場任せにせず、人事部がどのような
サポートを実施しているかの事例も興味深
いです。
⑤導入プロセス
　導入時の手続きや制度が企業に根付くか
は、労使の相互理解が涵養であり、制度導
入前、導入時、開始後に分けて各企業が実
施した労使コミュニケーションの手法を知
ることができます。労働組合がある例も組
合がない例も掲載されています。

5最後に

中小企業もジョブ型人事を避けて通れず

　フルバージョンのジョブ型人事制度を設
計し運用できる企業は現時点では大企業に
限られるという印象を受けました。中小企
業の事例が結果として１社しか掲載できな
かったことからも、ハードルの高さが伺え
ます。大企業や中規模企業から段階を踏ん
で導入というロードマップは理解できます
が、大企業を中心にジョブ型人事が行き渡
ったあかつきには、中小企業も人材獲得や
競争力を高めるためにジョブ型人事の導入
は避けては通れません。中小企業へ展開す
るには、指針のサマリーや横断的な整理な
どの配慮が望まれます。指針を公表した内
閣官房・経済産業省・厚生労働省は、新鮮
な素材を提供するので、どう料理するかは
各企業にお任せしますという建前かもしれ
ませんが、実行計画 2024 年改訂版で「こ
の夏、公表する」と謳った手前、期限の関
係で素材のまま提供せざるを得なかった裏
事情も透けて見える気がします。そして新
鮮かつ豊富さが売りであるのなら、定期的
に第二弾、第三弾の事例や第一弾の事例の
最新版についての公表を期待します。指針
公表後の９月５日に開催されたジョブ型人
事推進会議では、当時の岸田首相が出席し、
完成した指針について「周知徹底活動を多
面的に行ってまいります。」と発言していま
す。それを受けて、石破内閣がどのように
継承していくかが注目されます。
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